
阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 1 1

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 7

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

24

目標

Ｄ
Ｏ

0

49
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標 10
実績

10
8

実績 1
2
3

2

期間設定なし

有井憲一
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 自衛官募集事務
防災対策課
事務事業名 自衛官募集事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

51

地 方 債

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 自衛官募集に関する国民の理解を深め、自衛官の人材確保を目的とします。

今年度 自衛官に対する理解を深め、自衛官等の受験者を増やし、自衛官の人材確保を目的とします。

対象（誰を、
何を）

就学・就業適齢者（各募集種目の資格者）

年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

0
2

平成平成 年度 最終目標年度

会　　計

単位

5
人

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市ケーブルテレビ及び広報誌による募集広告の掲載

自衛官募集ポスターの掲示

入隊者への激励会の開催

10

2

0
0

60

計算式又は指標設定理由 年度

総務管理費

0

年度予算 備考
諸費

年度決算

24

0

0.000 0

1
55

0

24

6

0.004

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

54
21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

自衛官候補生受験者
　　　　　（阿波市）

自衛官等入隊者

指標名

0.000

受験者数により広報活動の
成果を図るため

0.004

0
79

0.004

臨時･嘱託工数･経費

84

人

正職員工数･経費

入隊者数により自衛隊募集
活動の成果を図るため

54

0

予算費目

0.000
75

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 地方自治法、自衛隊法

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

阿波市ケーブルテレビ及び広報
誌等で募集広報活動を実施して
いるので効果は有ります。

H２１年度の自衛官候補生の受
験者は目標１０名に対し５名です
が、一般曹候補生等の阿波市
入隊者は３名ですので十分達成
しています。

国費による委託事務なのでコス
ト削減の余地はありません。

二次評価一次評価の説明
自衛官の人員確保のため必要
です。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

Ａ44
達成度

4
効率性

現状維持拡大・充実 方法改善
縮小

民間委託等

廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

自衛官募集事務を今後も行い人員を確保に務めます。

拡大・充実

自衛官募集広報活動を行います。

民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 2 9

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（８）交通安全・防犯体制の充実
（１）交通安全意識の高揚 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市チャイルドシート購入補助金交付事業要綱

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

正職員工数･経費

0

予算費目

0.000
1,383

0
1,222

0.100

臨時･嘱託工数･経費

1,412

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標設定になじまないため
設定なし。

0.100

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

21

612

0

0.000 0

610
610

0

612

800

0.100

年度予算 備考
交通安全対策費

年度決算

0
0

800

計算式又は指標設定理由 年度

総務管理費

0

平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
チャイルドシート購入補助金として購入金額の２分の１（５，０００円限度）を補助

0
771
771

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市を担う乳幼児を交通安全による死傷から守るため

今年度 このチャイルドシート購入補助事業を多くの方に利用していただくため、広報等を行い制度を周知する。

対象（誰を、
何を）

購入日及び申請日に阿波市の住民である満６歳の乳幼児とし、その乳幼児と同居する者がチャイルドシート購入した場合

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 チャイルドシート購入補助金事業

防災対策課
事務事業名 チャイルドシート購入補助金事業

期間設定なし

有井憲一
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位
目標
実績

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

612



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

この制度を多くの方に利用していただくために、広報等を行い周知する。

拡大・充実

交通安全のためチャイルドシート購入を補助していきます。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
4

効率性

民間委託等
Ａ4

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性 有効性必要性

3

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
チャイルドシートの購入に対して
支援することは交通安全対策だ
けでなく「子育て支援の充実」に
も結びつくので必要です。

チャイルドシートの助成は子育
てをする保護者に経済的負担を
軽減していると思われ、今後もこ
の事業を継続していきます。

補助金交付にかかる一連の事
務なので達成しています。多くの
方にこの制度を利用していただく
ため、広報等により周知する。

チャイルドシートの平均価格から
みても補助率及び補助額は適
正だと思うので削減の余地はあ
りません。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 3 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（８）交通安全・防犯体制の充実
（１）交通安全意識の高揚 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市交通指導員規則

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
416

0
416

0.004

臨時･嘱託工数･経費

514

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指導員が交通指導を
行った年間延日数

指標名

0.000

0.004

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

24

0

0.000 0

392
392

0

24

490

0.004

年度予算 備考
交通安全対策費

年度決算

0
0

490

計算式又は指標設定理由 年度

総務管理費

0

交通指導員へ報酬を支払います。

550
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市交通指導員を任命して交通安全のため立哨してもらいます。

0
392
392

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 交通指導員を配置し、児童等を安全に誘導するとともに交通安全意識の高揚を図ります。

今年度 交通指導日を増すとともに、児童に対する呼びかけ等を行い安全に通学、通園、通勤ができる環境作りをめざします。

対象（誰を、
何を）

生徒、児童、園児、市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 交通指導員業務
防災対策課
事務事業名 交通指導員業務

期間設定なし

岩佐崇
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

481
日

目標
実績 549

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

24



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

交通指導員を増員した方が、より一層の交通安全対策が図れるが、人員の確保
が課題です。

拡大・充実

交通安全対策の為に、交通指導員の育成及び充実を図る必要があります。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
4

効率性

民間委託等
Ａ4

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
交通事故から市民を守ることは
市の責務であるので、その事故
防止のために積極的に活動して
いただいている指導員を支援す
るのは必要です。

交通指導員がいなければ、交通
事故の発生件数が増えることが
懸念されます。

交通指導員により生徒、児童、
園児の安全が守られていますの
で達成しています。

毎朝１時間程度の勤務である
が、天候、季節等に関係なく指
導にあたっていることを考えると
削減の余地はないです。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 4 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

１．人が輝くまちづくり
（８）交通安全・防犯体制の充実
（１）交通安全意識の高揚 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市交通安全対策協議会規則

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

件

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
254

0
254

0.004

臨時･嘱託工数･経費

254

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

団体が実施した活動
事業数

阿波市内交通事故（人
身）件数

阿波市内交通死亡事
故件数

指標名

0.000

0.004

22

0

平成

目標
実績 0

平成
一般会計

0
21

24

0

0.000 0

230
230

0

24

230

0.004

0
2

年度予算 備考
交通安全対策費

0

年度決算

0
0

230

計算式又は指標設定理由 年度

件

総務管理費

0

15

200 150

20
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市交通安全母の会連合会へ補助金交付を行います。

0
230
230

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 交通事故のない住みよい街づくりの実現をめざします。

今年度 交通安全運動を通して、市民の交通安全意識の高揚を図ります。

対象（誰を、
何を）

阿波市交通安全母の会連合会

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 安全協会補助事業
防災対策課
事務事業名 安全協会補助事業

期間設定なし

岩佐崇
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

13
目標
実績 13

実績 253 212
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

24



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

街頭キャンペーン等の交通安全イベントの内容をより効果的で充実した活動にな
るよう取り組んでいく必要があります。

拡大・充実

今後は各関係団体と連携し、より効果的な交通安全対策活動の実施をめざしま
す。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
4

効率性

民間委託等
Ａ4

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
交通事故から市民を守ることは
市の責務であるので、その事故
防止のために交通安全運動等
を積極的に推進する交通安全団
体を市が支援することは妥当で
す。

母と子を中心とした交通安全活
動の推進が行われており、学
校、保育所等で有効な交通安全
意識の向上が行われています。

現状の補助金で適切な活動が
できていますので、十分に目標
に達成しています。

交通安全団体はボランティア性
が高くその運営を支援していくこ
とは必要であるためコスト削減
の余地はありません。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 5 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 7

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

１．人が輝くまちづくり
（８）交通安全・防犯体制の充実
（１）交通安全意識の高揚 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市交通安全保持に関する条例

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

件

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
1,224

0
1,224

0.004

臨時･嘱託工数･経費

1,224

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

団体が実施した活動
事業数

阿波市内交通事故（人
身）件数の減少率

阿波市内交通死亡事
故件数

指標名

0.000

0.004

22

0

平成

目標
実績 0

平成
一般会計

0
21

24

0

0.000 0

1,200
1,200

0

24

1,200

0.004

0
2

年度予算 備考
諸費

0

年度決算

0
0

1,200

計算式又は指標設定理由 年度

件

総務管理費

0

200

200 150

200
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
各阿波市交通安全推進団体へ負担金交付を行います。

0
1,200
1,200

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 交通事故ない住みよい街づくりの実現をめざします。

今年度 交通安全啓発活動を通して交通事故の発生防止し、市民への交通安全意識の高揚を図ります。

対象（誰を、
何を）

阿波市交通安全教育推進協議会、阿波市交通安全協会、阿波地区交通安全活動推進委員協議会

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 交通安全協会等負担金事務
防災対策課
事務事業名 交通安全協会等負担金事務

期間設定なし

岩佐崇
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

180
目標
実績 190

実績 253 212
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

24



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

街頭キャンペーン等の交通安全イベントの内容をより効果的で充実した活動にな
るよう取り組んでいく必要があります。

拡大・充実

今後は各関係団体と連携し、より効果的な交通安全対策活動の実施をめざしま
す。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
3

効率性

民間委託等
Ａ4

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性 有効性必要性

4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
交通事故から市民を守ることは
市の責務であるので、その事故
防止のために交通安全運動等
を積極的に推進する交通安全団
体を市が支援することは妥当で
す。

交通安全団体において毎年多
様な交通安全運動を行っており
ますので有効です。

適切な活動が出来ておりますの
で概ね目標に達成しています。

交通団体はボランティア性が高く
その運営を支援していくことは必
要であるため妥当です。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 6 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（１）消防団の活性化 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
579

0
550

0.083

臨時･嘱託工数･経費

558

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標設定なじまないため設
定しない

0.083

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

508

0

0.000 0

42
42

0

508

50

0.083

年度予算 備考
非常備消防費

年度決算

0
0

50

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

0

消防、防災に貢献のあった者の表彰

平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
消防団関係功労者の表彰

0
71
71

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 年初に消防団出初式を開催し、消防団員の士気を高めるとともに、広く市民へ消防力を周知します。

今年度 年初に消防団出初式を開催し、消防団員の士気を高めるとともに、広く市民へ消防力を周知します。

対象（誰を、
何を）

消防団員・市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 消防出初式
防災対策課
事務事業名 消防出初式

期間設定なし

藤野芳大
シート作成日

消防費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位
目標
実績

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

出初め式を開催することにより、消防団員をはじめ消防機関等の士気高揚がは
かれ、ＣＡＴＶで放送することにより、市民への防災意識の向上効果が十分得ら
れており、現在のところは当面の課題はない。

拡大・充実

継続します。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
4

効率性

民間委託等
Ａ4

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
地域防災において重要な役割を
はたしている消防団員の士気高
揚を図る上で必要な事業です。

本事業の開催により、各方面は
もとより各団員の交流がはか
れ、功労表彰を行うことにより団
員の技術等の更なる研鑽がは
かれ、非常に有効性のある事業
です。

団員の士気が向上しており、本
事業の趣旨を十分達成していま
す。

効率的な事業であり、同一の費
用と事務費では、同等の効果を
他事業では見いだしがたいで
す。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 7 4

18 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（５）防火・防災意識の高揚と自主防災組織の育成 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市自主防災組織活動事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

組織

正職員工数･経費

実施組織により指標を測る

0

0

予算費目

0.000
1,663

0
2,043

0.208

臨時･嘱託工数･経費

2,686

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

訓練等実施世帯数

訓練等実施組織数

指標名

0.000

実施世帯により指標を測る

0.208

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

1,273

0

0.000 0

770
770

0

1,273

1,413

0.208

年度予算 備考
災害対策費

年度決算

0
0

1,413

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

0

防災訓練、初期消火訓練、救命講習等の推進

7495

239 388

14399
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
自主防災組織活動補助金の交付

0
390
390

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 自主防災組織において防災訓練や防災啓発など積極的に行い南海地震等不測の災害に備えます。

今年度 自主防災組織が毎年１回以上訓練等を実施してもらえるよう促進に努めます。

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 自主防災組織運営事業
防災対策課
事務事業名 自主防災組織運営事業

期間設定なし

有井憲一
シート作成日

消防費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

2566
世帯

目標 6961
実績

6064
1297

実績 35
218
84

180目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,273



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

毎年訓練等を１回以上実施してもらえるよう推進していきます。

拡大・充実

自主防災組織で訓練等を実施してもらえるように、組織への訓練等の依頼を行っ
ていきます。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
1

効率性

民間委託等
Ｂ1

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

2
有効性 有効性必要性

3

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
大規模災害の発生が予想され
ており、自主防災組織の充実が
必要不可欠であります。

災害に備える訓練であるため毎
年１回以上実施してもらえるよう
推進していきます。

自主防災組織で毎年訓練を実
施していただけるよう推進してい
きます。また、消防署や県等との
連携を図り、効果的な訓練を実
施していきます。

自主防災組織運営補助金を削
減する余地はありません。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 8 4

18 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,551

目標

Ｄ
Ｏ

0

0
300

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標 10175
実績

8639
6961

実績 48
70
69

60

期間設定なし

有井憲一
シート作成日

消防費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 自主防災組織結成事業
防災対策課
事務事業名 自主防災組織結成事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

1,502

地 方 債

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市民全員が、自主防災組織に加入し災害訓練など積極的に行い南海地震等不測の災害に備えます。

今年度 自主防災組織率を８０％目指して加入促進に努めます。

対象（誰を、
何を）

市民

年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

0
1,202

平成平成 年度 最終目標年度

会　　計

単位

10100
世帯

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
自主防災組織結成補助金の交付

自主防災組織資器材の貸与

自主防災組織結成の促進

11629

80 100

14537

0
0

7,355

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

平成２２年度　予算
自主防災組織結成事業補助金
　　　　　　　　　　　　　２，３５５千円
自主防災組織貸与資器材購入費
　　　　　　　　　　　　　５，０００千円

0

年度予算 備考
災害対策費

年度決算

2,551

0

0.000 0

1,807
1,807

0

2,551

7,355

0.417

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

加入世帯数

組織結成率

指標名

0.000

加入世帯により指標を測る

0.417

0
4,358

0.417

臨時･嘱託工数･経費

9,906

％

正職員工数･経費

組織結成率により指標を測
る

0

0

予算費目

0.000
4,053

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市自主防災組織活動事業費補助金交付要綱

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（５）防火・防災意識の高揚と自主防災組織の育成
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

経験のない災害対策であるが、
被災経験のある他の自治体で
は大いに効果があったと聞いて
います。

組織結成率が７０％弱と延びて
はいるが徳島県の平均より下回
るため、結成の推進を図ってい
きます。

結成組織率が７０％弱となり、残
りの３０％の未結成自治会等に
対して県、消防署と連携して組
織の必要性を説明していきま
す。

二次評価一次評価の説明
大規模災害の発生が予想され
ており、予算等に左右されずに
実施する必要があります。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性 有効性必要性

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

Ｂ23
達成度

1
効率性

現状維持拡大・充実 方法改善
縮小

民間委託等

廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善

積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

組織結成率１００％を目指すためには、市民に必要性を説明する必要があり、そ
のためには災害についての専門的な知識を持つ必要があります。

拡大・充実

災害についての専門的知識の習得に努めるとともに、県、消防署と連携して自治
会等へ自主防災組織結成説明に行き推進を図ります。

民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 9 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（３）消防施設の計画的更新 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 消防法

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

正職員工数･経費

0

5,000

予算費目

0.000
5,104 10,758

0.083

臨時･嘱託工数･経費

10,508

508

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

消防水利施設数

指標名

0.000

阿波市施設整備計画により
設定

0.083

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

0

0.000 0

5,250
10,250

0

508

10,000

0.083

0

年度予算 備考
消防施設費

年度決算

0
0

10,000

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

2,200

現状の水利の維持管理

1477 1477
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
水利の必要性を協議し、防火水槽及び消火栓を新設

0
2,396
4,596

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 現状の水利は維持管理をし、水利の不足する地域が無くなるように防火水槽または消火栓を整備します。

今年度 用地確保ができた箇所に防火水槽２基を新設します。消火栓は水道管の布設替えと並行し新設します。

対象（誰を、
何を）

市内の防火水槽及び消火栓

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 消防水利施設整備事業
防災対策課
事務事業名 消防水利施設整備事業

期間設定なし

伊月　堅治
シート作成日

消防費

平成22年6月14日
シート作成者名主務課長名 坂東　廣隆

平成

公的関与

単位

441
基

目標 1477
実績

1477
441

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

計画的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

水利不足で整備したい場所であっても用地確保が困難なケースが多いのが課題
です。

拡大・充実

市民の生命・財産を守るため水利施設の設置については、一層の促進が必要で
あり、今後も用地確保を図り、継続的に推進します。

民間委託等

廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善 民間委託等
縮小

Ａ3
達成度

3
現状維持

効率性

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必要性
3

必
要
性

4 4
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性 有効性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
市民の安全・安心を守るために
火災や災害等時に水利として使
用する防火水槽、消火栓は必要
であると考えます。

消防水利を整備することにより、
火災発生時の消火・延焼拡大を
抑制することができ非常に有効
です。

設置に対する補助制度が無く、
厳しい財政状況のなか設置数は
少ないが徐々に整備されていま
す。

設置場所、条件等により最適な
工法で設置しています。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 10 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 項 目

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本計画(施策)
主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（３）消防施設の計画的更新 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 消防組織法

臨時･嘱託職種

平成

実施計画基本構想(政策)
１ 該当

正職員工数･経費

0

7,000

予算費目

0.000 0
20,882 44,099

0.083

臨時･嘱託工数･経費

2,891

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

詰所の整備

指標名

0.000

0.083

22

0

平成

目標
実績

平成
20,500

21

508

0

0.000 0

13,374
20,374

0

508

23,091

0.083

年度予算 備考年度決算

0
0

43,591

計算式又は指標設定理由 年度

国庫支出金
地域活性化・きめ細かな臨時交付
金事業は平成21年度からの繰り
越し事業

0

未整備分団の詰所の整備

既存の詰所修繕

2 2
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
詰所の維持管理

会　　計

単位

1
棟

目標 1
実績

0
0

2,383
2,383

地 方 債

年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 消防活動が常に円滑に遂行できるように整備し、維持管理します。

今年度 阿波方面に未整備分団の詰所の新設、既存詰所の修繕

対象（誰を、
何を）

市内の消防団詰所

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 消防施設整備事業
防災対策課
事務事業名 消防施設整備事業

期間設定なし

伊月　堅治
シート作成日 平成22年6月14日

シート作成者名主務課長名 坂東　廣隆

平成

公的関与

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

0

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

508



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

計画的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

未整備分団の詰所の整備及び老朽化している詰所の修繕・改築等を考慮する必
要がある。

拡大・充実

未整備分団の詰所の整備と老朽化している詰所の修繕・改築等を年次的に実施
する。

民間委託等

廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 民間委託等
Ｂ2

現状維持拡大・充実 方法改善
縮小

4
達成度

3
効率性

4

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

評価点

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性 有効性必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

継続的な維持管理により、重大
な不具合が発生する前に、未然
に防止するために修繕します。

施設等の不具合による公務災
害を未然に防止するために維持
管理が有効とされます。

市内に３１の分団があるが、阿
波方面の２つの分団には詰所が
整備されていないので整備しな
ければならない。

必
要
性

二次評価一次評価の説明
施設整備により、迅速な消防活
動及び連携体制が実施できると
考えます。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 11 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（１）消防団の活性化 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 消防組織法

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

％

正職員工数･経費

団員数/団員条例定数×１
００

0

0

予算費目

0.000
26,068

0
26,032

0.500

臨時･嘱託工数･経費

26,154

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

団員数

団員充足率

指標名

0.000

条例定数

0.500

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

3,059

0

0.000 0

22,973
22,973

0

3,059

23,095

0.500

年度予算 備考
非常備消防費

年度決算

0
0

23,095

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

0

消火に関する業務、防火に関する業務

地震、風水害の予防、災害防除に関する業務

544

100 100

544
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
団員報酬、分団運営補助金の支給

0
23,009
23,009

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
消防団は、市民の生命・財産を守るべく、水火災その他の災害の予防、警戒及び防御を行う非常勤特別職の地方公務員であり、その
設置は条例により定められています。

今年度

対象（誰を、
何を）

消防団員・市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 消防団員管理事務
防災対策課
事務事業名 消防団員管理事務

期間設定なし

藤野芳大
シート作成日

消防費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

人
目標 544
実績

544
539

実績 99.05
100100目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,059



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

個人への報償金の支払いにより、団員の士気を高めます。

拡大・充実

分団運営補助金から個人に対する報償金への支出項目の切り替えを図ります。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
4

効率性

民間委託等
Ａ3

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
常備はもとより、非常備消防団
は地域に密着した防災機関であ
り、その必要性は議論の余地が
ありません。

非常備消防団は地域に密着した
防災機関であり、その有効性は
議論の余地がありません。

日頃からの消防団の活躍は、市
民の生命・財産を災過から守り、
その活動は、地域密着型防災機
関として十分その機能を達成し
ています。

常備消防との訓練・研修を実施
してその技能を切磋琢磨してお
り、同一の費用で同一効果は望
めません。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 12 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

257

目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標
実績

実績

期間設定なし

藤野芳大
シート作成日

消防費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 消防団員共済会交付金事業
防災対策課
事務事業名 消防団員共済会交付金事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

1,632

地 方 債

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
消防団員の相互扶助と福利の増進を図る目的で、全日本消防人共済会のＢ型火災共済、日本消防協会の福祉共済制度、消防互助
年金制度に加入しています。

今年度

対象（誰を、
何を）

消防団員

年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

0
1,632

平成平成 年度 最終目標年度

会　　計

単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
事業、制度への加入及び請求に関する事務。

0
0

1,632

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

0

年度予算 備考
非常備消防費

年度決算

257

0

0.000 0

1,632
1,632

0

257

1,632

0.042

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標設定になじまないため
設定しない。

0.042

0
1,889

0.042

臨時･嘱託工数･経費

1,889

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
1,889

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 消防組織法

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（１）消防団の活性化



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

消防団員の相互扶助と福利厚
生を目的としており、廃止等した
場合は団員の負担が増え、処遇
の改悪となり、団員数の確保に
も悪影響を及ぼします。

団員の処遇改善について、十分
達成しています。

本来的に効率性を求める事業で
はありません。

二次評価一次評価の説明
地域防災に重要な役割を果たし
ている消防団員の福利厚生を図
ることは、市の責務です。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

Ａ44
達成度

4
効率性

現状維持拡大・充実 方法改善
縮小

民間委託等

廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

団員相互の扶助と福利厚生が実現されており、現在のところ当面の課題はない
です。

拡大・充実

継続していきます。

民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 13 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 9 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（７）消防・防災体制の充実
（１）消防団の活性化 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
1,771

0
1,565

0.021

臨時･嘱託工数･経費

2,948

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

先進地、研修機関の視察及
び各地区消防団幹部等との
意見交換

指標名

0.000

消防団長及び各方面団長、
分団長

0.021

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

128

0

0.000 0

1,437
1,437

0

128

2,820

0.021

年度予算 備考
非常備消防費

年度決算

0
0

2,820

計算式又は指標設定理由 年度

消防費

0

56
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
技能、知識の向上

0
1,643
1,643

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 地域防災の中核となる消防団員が、あらゆる災害にも対処できるよう技能・知識を習得します。

今年度

対象（誰を、
何を）

消防団員

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 消防団員研修養成事業
防災対策課
事務事業名 消防団員研修養成事業

期間設定なし

藤野芳大
シート作成日

消防費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

人
目標 56
実績

56
54

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

128
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積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

現在は消防団幹部を含め、多くの団員が参加できる環境を整える必要がありま
す。

拡大・充実

団員の中央研修や消防学校入校の機会を増やし、将来の消防団幹部の育成を
図ります。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
3

効率性

民間委託等
Ａ4

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性 有効性必要性

4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
消防団員の技能・知識を向上さ
せるためには、先進地視察等の
事業が必要です。

消防団員の技能・知識を向上さ
せるためには、先進地視察等の
事業は有効です。

新たな訓練形態の導入等、研修
した成果があがっており、十分そ
の目的を達成しています。

一朝一夕には効果が上がらない
面はあるが、研修で学んだこと
は、災害現場等で活かされるで
あろうと思われます。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

自主防災組織や各種団体等との訓練の機会を増やしていきます。
委員会

指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 14 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 8 項 4 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

４．生活基盤の充実したまちづくり
（２）住宅施策の推進
（２）良質な住宅建設の促進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等 阿波市木造住宅耐震診断事業実施要綱

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

戸

正職員工数･経費

県、市補助による補助目標
戸数

505

0

予算費目

0.000
3,094

0
3,856

0.104

臨時･嘱託工数･経費

9,436

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

木造住宅耐震診断

木造住宅耐震改修

指標名

0.000

国、県補助による補助目標
戸数

0.000

22

1,358

平成

目標
実績

平成
一般会計

1,400
21

636

0

0.000 0

1,358
3,220

0

636

3,700

0.104

年度予算 備考
木造住宅耐震化支援

年度決算

0
3,700

8,800

計算式又は指標設定理由 年度

住宅費

0

木造住宅耐震耐震改修の補助

80

10

平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市の事業としての木造住宅の耐震診断の実施

0
1,327
3,094

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
阪神淡路大震災で倒壊した家屋の多くは、昭和５６年以前に建てられた木造住宅でした。このことから昭和５６年の新耐震基準施行前
の木造住宅の耐震化を促進し、市民の生命・財産を守ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 民間木造住宅の耐震診断事業等

防災対策課
事務事業名 民間木造住宅の耐震診断事業等

期間設定なし

藤野芳大
シート作成日

土木費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

31
戸

目標 40
実績

40
24

実績 4
10
2

4目標

Ｄ
Ｏ

0

440
1,327

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

0



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

広報あわ、ＣＡＴＶを利用し積極的に推進して下さい。民間委託の検討をして下さ
い。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

現在は市が実施した耐震診断のみが有効です。

拡大・充実

国、県、市の要綱を改正し、民間が行った耐震診断も有効にする。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
2

効率性

民間委託等
Ｂ3

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性 有効性必要性

3

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
市民の生命財産を守る上で、木
造住宅耐震の耐震化は非常に
重要です。

市民の生命財産を守る上で、木
造住宅耐震の耐震化を促進す
ることは非常に有効です。

市民の生命財産を守る上で、木
造住宅耐震の耐震化を促進す
ることは非常に有効であるが、
耐震化には多額の費用が必要
であり、木造住宅耐震化はあま
り進んでいません。

木造住宅耐震化は、大地震発
生時の防災機関の活動にも影
響を与え、その効率性は議論の
余地がありません。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 15 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 13

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（８）交通安全・防犯体制の充実
（４）防犯灯の整備 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
18,036

0
21,265

0.125

臨時･嘱託工数･経費

18,875

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

防犯灯点検箇所数

指標名

0.000

点検実施数を設定

0.125

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

765

0

0.000 0

20,500
20,500

0

765

18,110

0.125

年度予算 備考
防犯対策費

年度決算

0
0

18,110

計算式又は指標設定理由 年度

総務管理費

0

500 3300
平成平成 年度 最終目標年度

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
犯罪のない明るいまちをつくるため、防犯設備（防犯灯等）の拡充、維持管理を行う。

0
17,271
17,271

地 方 債

会　　計
年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市民が安全で安心して暮らすことができる社会の実現を目指します。

今年度 夜間における防犯の強化を目的に防犯設備（防犯灯等）の拡充、維持管理を行います。

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 防犯関係事業
防災対策課
事務事業名 防犯関係事業

期間設定なし

岩佐崇
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

単位

300
基

目標 500
実績

500
300

実績
目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

765



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

防犯灯においては市内に３０００灯余り設置されており毎年、通学路周辺の３００
基程度の点検と市民からの連絡により修繕しているため迅速な対応ができてい
ないのが現状です。

拡大・充実

広報誌やケーブルテレビで球切れや器具不良による不点灯防犯灯の連絡を市
民の方からいただけるよう広報致します。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

達成度
3

効率性

民間委託等
Ｂ1

現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

2
有効性 有効性必要性

3

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

二次評価一次評価の説明
市民が安全で安心して暮らすこ
とができる社会を実現するため
にも当事業は必要です。

当事業における防犯灯の新設
及び維持管理業務は夜間の防
犯に効果を上げています。

防犯灯においては市内に３０００
灯余り設置されており毎年、通
学路周辺の３００基程度の点検
と市民からの連絡により修繕し
ているため迅速な対応ができて
いないのが現状です。

防犯灯の新設及び修繕につい
ては、妥当なコストにより維持管
理されています。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 16 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 13

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

24

目標

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標
実績

実績

期間設定なし

岩佐崇
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 防犯協議会活動費補助事業
防災対策課
事務事業名 防犯協議会活動費補助事業

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

1,600

地 方 債

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 防犯活動を推進し、地域における防犯思想を高め、犯罪のない明るく住みよい地域社会の実現を目指します。

今年度

対象（誰を、
何を）

阿波市防犯協会

年度決算20

国 庫 支 出 金

平成

0
1,600

平成平成 年度 最終目標年度

会　　計

単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
協会への補助金交付

啓発活動の支援

0
0

1,600

計算式又は指標設定理由 年度

総務管理費

0

年度予算 備考
防犯対策費

年度決算

24

0

0.000 0

1,600
1,600

0

24

1,600

0.004

22

0

平成

目標
実績

平成
一般会計

0
21

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標設定になじまないため
設定しない

0.004

0
1,624

0.004

臨時･嘱託工数･経費

1,624

正職員工数･経費

0

0

予算費目

0.000
1,624

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

臨時･嘱託職種

平成

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心のまちづくり
（８）交通安全・防犯体制の充実
（３）防犯意識の高揚と地域安全活動の促進
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

一次評価

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

多様化する犯罪に対応した広報
活動等が行われています。

団体における事業回数の目標
は概ね達成していると思われま
す。

団体における事業内容及び社
会的貢献から現在の補助額は
妥当であると思われます。

二次評価一次評価の説明
防犯活動を推進し、地域におけ
る防犯思想を高め、犯罪のない
明るく住みよい地域社会を実現
するためにも当事業は必要で
す。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性 有効性必要性

必
要
性

4 3
効率性

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

Ａ34
達成度

3
効率性

現状維持拡大・充実 方法改善
縮小

民間委託等

廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ａ

多様化する犯罪に対応した事業活動が必要となります。

拡大・充実

関係機関との連携を高め、多様化する犯罪を防止できるような事業内容を計画
できるよう支援を行います。

民間委託等

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 4 － 17 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

事業の
活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

指標名

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

0.000

阿波市財務規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

国 庫 支 出 金

1,922
0.000

1,867

臨時･嘱託工数･経費

22平成

0.204

619
619

公園遊具点検箇所数

目標
実績

平成
予算費目

年度決算20

1,884

1,282

0.000 0

640
640

1,254

630

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.204
630

0.204

21

地 方 債

平成

30

会　　計 一般会計

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園遊具点検

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 安全に使用できる状態かどうか点検を行います。

今年度

対象（誰を、
何を）

公園の遊具

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

２ 非該当

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 行政財産管理事務
防災対策課
事務事業名 公園遊具点検事務

事業運営方法

31

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

県 支 出 金

30
箇所

目標

実績

実績

1,248

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源
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４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

遊具点検委託業務を一括して行い、修繕等は管理している各課で行っていま
す。

民間委託等

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

一次評価

総合評価
Ａ

阿波市の公園等に設置している遊具について、年1回の点検を実施しています。
その結果を各課の管理者に報告しています。

拡大・充実

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持拡大・充実
Ａ4

有効性必要性
4

達成度
4

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

市民が安全に使用できるよう危
険性があるものは早急に把握し
修繕しています。

市所有の遊具については、全て
点検しています。

二次評価一次評価の説明
公園遊具による事故が相次ぎ、
遊具の安全性が問われている
ので必要です。

年1回点検していますが、公園を
管理している主管課で日常点検
も必要です。平成22年度から指
名競争入札による契約としまし
た。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 4 － 18 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産の処分実施

阿波市財務規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

国 庫 支 出 金

0
1,527

0.000
698

臨時･嘱託工数･経費

予算費目
年度決算20

指標名

0.000

0.114
0

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

処分件数

22平成

目標
実績

平成

3,069

1,527

0.000 0

0
1,401

1,668

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.228
1,668

0.243

21

地 方 債

平成

5

会　　計 一般会計

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産を処分し、財源を確保します。

今年度

対象（誰を、
何を）

普通財産

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 普通財産管理事務
防災対策課
事務事業名 普通財産処分事務

期間設定なし

福家晴生
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

0
件

目標

実績

実績 0

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

698
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拡大・充実

自主財源確保のため、委員会で協議し、積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

総合評価
Ｂ

処分可能な財産を公有財産処分等検討委員会で検討します。

拡大・充実

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善

Ａ4

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

廃止/休止

公有財産処分等検討委員会で処分地を決定し、一般競争入札で売却します。

民間委託等
4

達成度
4

民間委託等 現状維持

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

効
率
性

効率性

公有財産管理システムを活用
し、処分していきます。

公有財産処分等検討委員会に
おいて処分地を検討します。

処分可能な財産を公有財産管
理システムで把握します。

必
要
性

二次評価一次評価の説明
未利用地等を処分する必要があ
ります。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

4 2
有効性必要性

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 4 － 19 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共に築くまちづくり
（５）自立・持続可能な地域経営の推進
（３）効率的で持続可能な財政運営の推進 ２ 非該当

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

指標名

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

事業の
活動内容

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

716
0.000

698

臨時･嘱託工数･経費 0.000

22

0.114
0

貸付件数

国 庫 支 出 金

平成

目標
実績

平成
予算費目

年度決算20

701

716

0.000 0

0
701

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.114
0

0.114

21

地 方 債

平成

10

会　　計 一般会計

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産の取得・貸付・占用許可の実施

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産の効率的な有効利用を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

普通財産

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

阿波市財務規則

事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 普通財産管理事務
防災対策課
事務事業名 普通財産等貸付事務

事業運営方法

9

期間設定なし

福家晴生
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

県 支 出 金

10
件

目標

実績

実績

698

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

公有財産処分等検討委員会で協議を行い、自主財源確保のため、積極的に推
進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

今後も継続して貸付等をします。

民間委託等

総合評価
Ｂ

貸付等可能な財産を貸付します。

拡大・充実

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持拡大・充実
Ａ4

有効性必要性
4

達成度
4

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

貸付等の財産を公有財産管理
システムで把握します。

公有財産管理システムを活用
し、貸付していきます。

二次評価一次評価の説明
未利用地等の貸付等の必要が
あります。

貸付等の実施手段等を公有財
産処分等検討委員会で検討しま
す。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 20 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

698

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

福家晴生
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 庁舎設備維持管理業務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎の機能を十分に発揮させます。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎設備

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

空調設備保守

自動ドア保守

保安警備業務

電気保安業務

浄化槽維持管理

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

21

0.228
1,519

0.114

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

2,920

716

0.000 0

1,349
1,349

1,401

1,519

予算費目
年度決算20 22平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない

0.114

1,326
1,326

国 庫 支 出 金

2,065
0.000

2,024

臨時･嘱託工数･経費 0.000

阿波市庁舎管理規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

指標名

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

事業の
活動内容

２ 非該当

0

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

可能なものは入札による契約と
し、コスト削減に努めています。

二次評価一次評価の説明
市役所業務を遂行するため、庁
舎管理の必要があります。

内容は毎年度同様ですが、法令
等で定められているものもありま
す。

使用する期間が限られているの
で、修繕等は最低限の範囲に抑
えています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

Ａ4
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 現状維持拡大・充実
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持
統合/終期設定

方法改善

総合評価
Ａ

新庁舎の完成まで、費用対効果を考慮しつつ、維持管理に努めます。

拡大・充実

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

今後も継続して維持管理を行います。

民間委託等

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

継続して進めて下さい。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 21 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

826

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

件
目標

実績

実績

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 庁舎物品購入事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎用備品の購入をします。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎用備品

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
備品の購入

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0
21

0.135

0 0
0

400
0.135

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

1,248

826

0

0.000 0

23,335
23,335

848

400

22

0

平成

目標
実績

平成

1,045

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標設定になじまないため
設定しない

0.135

0
1,045

0
24,161

0.000
1,871

臨時･嘱託工数･経費

チェック項目

阿波市財務規則、地方自治法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

二次評価一次評価の説明

２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

一次評価
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Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

地方自治法施行令第167条の２
関係別表第５に従って購入して
います。金額の大きなものは、
入札になります。

必要性のある備品のみ厳選して
購入しています。

予算内で適正な備品を購入して
います。

行政の執行計画が基本となって
執行されます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 2
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

庁舎内の備品等の購入に必要な経費です。

拡大・充実

必要な備品のみを購入していきます。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 22 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

281

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

件
目標

実績

実績

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 庁舎防火管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎を火災から未然に防ぎます。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
消防設備保守点検

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0
21

0.046

0 0
0

84
0.046

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

373

281

0

0.000 0

79
79

0

289

84

22

0

平成

目標
実績

平成

84

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標設定になじまないため
設定しない

0.046

0
84

0
360

0.000
365

臨時･嘱託工数･経費

チェック項目

消防法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

二次評価一次評価の説明

２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

一次評価



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

消火器具・自動火災報知設備・
屋内消火栓設備・誘導灯及び誘
導標識を点検し火災に備えま
す。

庁舎を火災から未然に防ぐ必要
があります。

庁舎を火災から未然に防ぎ市民
の財産を守ります。

消防設備等の点検を実施し、消
防法に基づき報告しています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 2
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

庁舎の消防設備の保守点検です。点検結果は、消防署に報告する義務がありま
す。

拡大・充実

今後も継続する必要があります。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 23 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

一次評価 二次評価一次評価の説明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

建築物における衛生的環境の確保に関する法律等

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

0
3,287

0.000
3,573

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

清掃回数／年

指標名

0.000

チェック項目

0.203

0
2,331
2,331

予算費目
年度決算20

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

3,566

918

0

0.000 0

2,369
2,369

0

943

2,623

年度予算 備考
財産管理費

年度決算

0.150

0 0
0

2,623
0.150

21

地 方 債

平成

250

会　　計 一般会計

0

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎清掃業務

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎を清潔にし、来庁する市民及び職員の衛生的環境を確保します。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 庁舎清掃事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成21年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

244
回

目標

実績

実績 243

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,242



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ａ

建築物における衛生的環境の確保に関する法律による建築物環境衛生管理技
術者がいないので、委託しています。

拡大・充実

建築物環境衛生管理技術者の選任ができないので委託します。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

継続して進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

衛生環境を常に確保し、来庁す
る市民及び職員の健康を守りま
す。

常に清掃員2人を配置し衛生環
境を保っています。

市民が来庁したときに衛生環境
を常に確保する必要がありま
す。

建築物における衛生的環境の
確保に関する法律及びビル衛生
管理法に基づき実施していま
す。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 24 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

一次評価 二次評価一次評価の説明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

指標設定になじまないため
設定しない

0

0

0
765

0.000
765

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

庁舎大会議室貸し出し

市民相談室貸し出し

指標名

0.000

指標設定になじまないため
設定しない

チェック項目

0.125

0
0
0

予算費目
年度決算20

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

回数

785

765

0

0.000 0

0
0

0

785

0

年度予算 備考
財産管理費

年度決算

0.125

0 0
0

0
0.125

241

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
会議室貸し出し事務

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 効率的な会議室の貸し出しをします。

今年度

対象（誰を、
何を）

庁舎会議室

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 会議室管理事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

178
回数

目標

実績 191

実績 154

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

765



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ａ

庁舎内会議室について、予約等の受付を行っています。

拡大・充実

今後も継続する予定です。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

継続して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

ＬＧーWORKS（インターネット）で
会議室の空き状況を全職員が
見ることが出来ます。

会議室が少ないので、会議室が
重なった場合日程を変更する必
要があります。

市民及び市職員の会議等に必
要です。

会議室等の貸し出しは、営利目
的の団体には貸し出ししていな
いが、今後使用料を徴収するな
ど検討が必要です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 25 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

一次評価 二次評価一次評価の説明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市有車両管理規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

1台あたり1日の平均距離数

0

0

0
6,996

0.000
4,763

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

市有自動車保有台数

利用台数

指標名

0.000

チェック項目

0.155

0
3,815
3,815

予算費目
年度決算20

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

㎞

7,470

948

0

0.000 0

6,048
6,048

0

1,784

5,686

年度予算 備考
財産管理費

年度決算

0.284

0 0
0

5,686
0.155

22

21

地 方 債

平成

163

会　　計 一般会計

0

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市有自動車については、効率的に運行できるよう適正な配車を行うとともに、常に良好な状態で運行できるよう適切な整備を行います。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 市有自動車管理については、市の業務上必要な場合、能率的かつ安全に使用できるようにすることを目的としています。

今年度

対象（誰を、
何を）

公用車

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 公用車管理事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

161
台

目標

実績 17

実績 161

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

948



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ｂ

防災対策課で管理一元化を実施し、古くて稼働率の少ない公用車を廃止してい
きコスト削減に努めます。また、これからはエコカーを導入し燃費向上、CO2削減
に対応していきたいと思います。任意保険については、市町村会に加入していま
す。

拡大・充実

平成21年度より公用車の管理一元化を実施します。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

継続して下さい。清掃及び定期的な点検を確実に行って下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 1
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

配車管理等さらなる工夫が必要
であり、安全運転意識を高める
ための検討が必要です。

稼働率の少ない公用車があり、
適正な配車ができていない。

車両整備等十分行う必要があり
ます。安全運転を徹底させる必
要があります。

効率的な運用により、台数削減
し、コスト削減を行います。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 26 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,163

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

275
台

目標

実績

実績 274

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 駐車場管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 車で来庁する市民及び市職員すべてが駐車でき、路上駐車等の弊害を防ぐことを目的とします。

今年度

対象（誰を、
何を）

市役所駐車場

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市で賃貸借した土地も利用し、来庁する市民及び市職員の通勤用自動車駐車場

地 方 債

平成

275

会　　計 一般会計

0
21

0.190

0 0
0

1,000
0.190

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

2,194

1,163

0

0.000 0

1,000
1,000

0

1,194

1,000

22

0

平成

目標
実績

平成

1,000

予算費目
年度決算20

目標

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

駐車可能台数

指標名

0.000

0.190

0
1,000

0
2,163

0.000
2,163

臨時･嘱託工数･経費

チェック項目

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

二次評価一次評価の説明

２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

一次評価



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

駐車場を一部賃貸借しているの
で、利用率の向上に努めます。

市役所周辺にバス、電車等公共
機関が発達していないため、自
動車で来庁する市民が多いた
め、最低限の駐車場確保は必要
です。

現状の台数を他の民間に求め
た場合、収容するのは難しい。
通勤方法は、個人の選択による
ものであるが、最低限の駐車場
確保は必要です。

十分な駐車台数の確保は達成
しています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 2
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

民間委託等 民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持 現状維持
統合/終期設定

継続して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

総合評価
Ｂ

駐車場として、個人から土地を借り受けています。

拡大・充実

今後も継続します。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 4 － 27 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

一次評価 二次評価一次評価の説明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

0
1,032

0.000
1,185

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.000

指標になじまないため設定
できません。

チェック項目

0.107

0
530
530

予算費目
年度決算20

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

1,045

502

0

0.000 0

530
530

0

515

530

年度予算 備考
財産管理費

年度決算

0.082

0 0
0

530
0.082

21

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

0

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎内電話の良好な通話確保

施設の点検

維持補修

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市役所庁舎内電話の正常な運営の確保。

今年度

対象（誰を、
何を）

市庁舎IP電話設備

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 庁舎電話維持管理事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成21年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

655
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総合評価
Ｂ

現在、庁舎内IP電話の管理運用については特段の問題点はありませんが、通信
環境の変化に対応して、より効率的な通信手段を検討する余地があります。

拡大・充実

市の実施するケーブルテレビネットワークのIP電話事業の進捗状況により、新た
な通信回線の導入を図ります。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

ＩＰ電話導入について検討してください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 1
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

庁舎内の電話環境を常に良好
に保つことで、公務の正常な運
営が図れ市民等の問い合わせ
にも有効に対応できています。

通信回線の事故もなく、運営管
理は良好な状況です。

庁舎内の電話回線をIP電話回
線にすることにより、経費削減と
通信の円滑な確保が図れていま
す。

一般回線をIP電話に変更するこ
とにより、効率的で安定した通信
環境が確保されています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 28 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

一次評価 二次評価一次評価の説明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市庁舎管理規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0

0

0
2,474

0.000
3,405

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

修繕件数

指標名

0.000

チェック項目

0.203

0
2,163
2,163

予算費目
年度決算20

目標

22

0

平成

目標
実績

平成

2,481

624

0

0.000 0

1,850
1,850

0

641

1,840

年度予算 備考
財産管理費

年度決算

0.102

0 0
0

1,840
0.102

21

地 方 債

平成

40

会　　計 一般会計

0

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
老朽化している庁舎の維持管理

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

国 庫 支 出 金

総務管理費

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 公務の正常な運営の確保と老朽化している庁舎の維持管理を行います。

今年度

対象（誰を、
何を）

市庁舎

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
防災対策課
事務事業名 庁舎修繕事務

期間設定なし

牧本史郎
シート作成日

総務費

平成21年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

22
件

目標

実績

実績 48

Ｄ
Ｏ

0

0
0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,242



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

総合評価
Ｂ

庁舎自体が老朽化しており、修繕等が必要です。

拡大・充実

今後も、老朽化しているため庁舎の修繕は必要です。

民間委託等
縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

継続して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性評価点

4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 2
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

修繕の予測が可能なものは、計
画性を以て行います。

予算の範囲内で、修繕すべきも
のは認識し、目標は達成してい
ます。

修繕は専門的な知識・技術が必
要なため、民間に頼らざるを得
ません。

老朽化している建物なので、現
在の庁舎の持っている機能を低
下させないよう努力しています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 29 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
指定管理者選定委員会事務

地方自治法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
1,351

0.000
1,303

臨時･嘱託工数･経費

予算費目
年度決算20

0.000

0.213
0

国 庫 支 出 金

目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指定管理者導入施設数

指標名

22平成

目標
実績

平成

1,508

1,338

0.000 0

13
13

1,309

199

年度予算 備考

財産管理費

年度決算
総務管理費

0.213
199

0.213

21

地 方 債

平成

6

会　　計 一般会計

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
指定管理者制度を導入することにより、多様化する市民ニーズに効果的・効率的に対応し、公の施設の管理に民間の能力やノウハウ
を幅広く活用しつつ、市民サービスの向上及び行政コストの削減を図ります。

今年度

対象（誰を、
何を）

公の施設

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名総務部

基本事務事業名 指定管理者選定事務
防災対策課
事務事業名 指定管理者選定事務

期間設定なし

福家晴生
シート作成日

総務費

平成22年6月15日
シート作成者名主務課長名 坂東広隆

平成

公的関与

9
目標

実績

実績 2

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,303



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

拡大・充実

積極的に進めて下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

方法改善
縮小 統合/終期設定

現状維持
Ａ4

総合評価
Ｂ

指定管理者制度の導入は、各課で対応しているので、再度導入できる施設の検
討をします。

拡大・充実

一次評価

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

統合/終期設定
方法改善

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

廃止/休止

今後も指定管理者制度を導入する時は、指定管理者選定委員会で検討していき
ます。

民間委託等 民間委託等

有効性必要性
4

達成度
4

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

制度導入により民間ノウハウを
活用したサービス向上及び管理
運営の効率化が図られます。

効率性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効率性評価点
43

達成度

効
率
性

積極的に進める必要がありま
す。

これまでの効果、課題を検証し
導入していく必要があります。

必
要
性

二次評価一次評価の説明
指定期間の最終年度を迎えるに
当たって改善できるところは改善
し、新たな展開を図る必要があり
ます。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

3
有効性

4 2

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ｎｏ． 4 － 30 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

20 21 22

款 項 目

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,059

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

坂東　明
シート作成日 平成22年6月15日

シート作成者名主務課長名 坂東　広隆

平成

公的関与

課名総務部

基本事務事業名 入札参加資格申請審査事務
防災対策課
事務事業名 入札参加資格申請審査事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 申請書の書類を審査し、名簿に搭載します。できるだけ早い時期に名簿を確定したい。（目標は４月中が望ましい）

今年度 申請書の書類を審査し、名簿に搭載する。名簿確定時期が５月中旬でした。（２月～５月中旬）様々な特殊パターンが存在した。

対象（誰を、
何を）

入札参加申請書提出業者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

追加受付を行なう。（毎年８月中受付予定）

随時、入札参加資格業者名簿変更届け受付け

提出された申請書の書類審査(１月中旬より受付開始予定）

入札参加資格業者名簿に登載・・・約１，５００件

業者格付け等各種帳票作成

地 方 債

平成
会　　計

21

0.500
0

0.500

年度予算 備考年度決算

3,073

3,142

0.000 0

0
3,073

目標

22平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない

0.500
0

予算費目
年度決算20

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
3,142

0.000
3,059

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし



阿波市全庁評価シート　平成21年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

徳島県、近隣市町村の事務を参
照しながら、より効率よく処理で
きるか検討いたします。

二次評価一次評価の説明
入札業者の選定には、必ず必要
とされます。

入札の公平性を図るために有効
です。

厳正に書類審査等を実施してい
ます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性

Ａ3
有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

積極的に推進して下さい。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

１・法人税のみの確認をしているが、今後個人も含めて考える必要があります。
２・全体の仕事量を短期間で行なうには、人的支援が必要です。受付書類内容も
工夫する必要があります。また、電子受付等システムを利用する（県実施済み）
方法も検討します。３ 徳島県の物品分類に合わせる予定です。

総合評価
Ａ

１・入札参加申請業者の市税等の滞納の有無の確認
２・参加者名簿の確定期間の短縮
３・物品の受付内容の変更

拡大・充実 民間委託等

一次評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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